
子ども家庭局

平成28年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

0 人 0 人
0人

(H31年度)

実
績

0 人 0 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

75.4%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（75.4%）比

向上

実
績

73.4 ％ 74.9 ％

達
成
率

96.3 ％ 102.0 ％

目
標

0 人 0 人

実
績

0 人 0 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

0 人 0 人

実
績

139 人 148 人

達
成
率

目
標

0 人 0 人

実
績

139 人 148 人

達
成
率

85.5%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（85.5%）比

向上

実
績

86.9 ％ 79.7 ％

達
成
率

126.9 ％ 91.7 ％

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第2次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

H30年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【評価理由】
以下により、「順調」と判断
した。
　保育所の新設や増改築を行
い、入所定員を拡大したこと
で、保育需要に対応すること
ができ、年度当初の待機児童
ゼロを達成した。
　放課後児童クラブにおい
て、待機児童ゼロを達成する
とともに、19時まで開設して
いるクラブの割合が前年度に
比べ大幅に増加した。
　新制度への移行を希望する
全ての私立幼稚園が認定こど
も園や施設給付型の幼稚園へ
移行することができた。

【課題】
　放課後児童クラブに対する
満足度（開所日、開所時間）
のさらなる向上に向け、利用
者の利便性向上のための取り
組みが必要。
　保育所については、一部地
区で、年度途中から待機児童
が生じており、引き続き保育
の量の確保が必要。
　引き続き教育・保育施設の
利用状況や利用者の希望とと
もに、事業者の意向などを踏
まえ、認定こども園への移行
支援、普及に努めることが必
要。
　認定こども園など、新制度
への移行を希望する全ての幼
稚園が円滑に移行することが
できるよう、必要な支援を継
続することが必要。

　放課後児童クラブの施設整
備や利用内容の充実など、引
き続き運営基盤の強化を図
る。また、放課後児童支援員
等の資質向上など放課後児童
クラブの運営体制の充実を図
るとともに、クラブの活動内
容の充実を目指して、学校や
地域との連携を図り、魅力あ
るクラブの運営を促進する。
　教育・保育を「北九州市子
ども・子育て支援事業計画」
に基づき、計画的に提供して
いく。また、教育・保育施設
の利用状況や利用者の希望と
ともに、幼稚園、保育所事業
者の意向などを踏まえ、幼稚
園と保育所の機能を併せ持つ
認定こども園への移行支援・
普及に努める。

幼稚
園・
こど
も園
課

私立幼稚園（新制度対
象）や認定こども園の
運営費を助成する。

保育所待機児童数
(10月)

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第2次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

220人
(H25年度)

2

3

保育所運営事業

幼稚園・認定こ
ども園運営事業

保育所待機児童数
(10月)

保育所待機児童数
(４月)

幼稚園に対する満
足度（施設・環
境）

　放課後児童クラブにおける
満足度（開所日、開所時間）
の割合は、平成27年度73.4%
に対し74.9%となり、また19
時まで開設しているクラブの
割合も大幅に増加（H27年
度:12.0%、H28年度:33.8%）
した。
　指導員の資質向上のための
研修においては、研修の受講
だけでなく、受講後のフォ
ローアップ効果を向上させる
ため、研修時のポイントをま
とめた「研修だより」を発行
した。
　放課後児童クラブアドバイ
ザーや臨床心理士の派遣につ
いても、各クラブの実情に即
した助言等を行うことができ
ている。
　こうした取り組みの結果、
障害のある児童を含め、児童
の受入が促進された。
　以上のことから「順調」と
した。

人件費（目安）

順調

5,800 順調

順調

人

0.10

課
長

46,7751,814,0022,052,712 1,964,301

係
長

16,119,401

職
員

平成27年度
（86.9%）
比向上

0人
(H30･31年度)

0人
(H30･31年度)

615,142
平成26年度
（68.5%）
比向上

H27年度

平成26年度
（76.2%）
比向上

－ －

－

0人
(H25年度)

放課後児童クラブ待機児童
数

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第2次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

放課後児童クラブに対する
満足度（開所日、開所時
間）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第2次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

平成27年度
（73.4%）
比向上

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

H28年度 H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

0人
(H25年度)

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第2次計

画）」での成
果指標（目

標）

 ※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第2次計

画）」での成
果指標（目

標）

H28年度

0人
(H30･31年度)

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第2次計

画）」での成
果指標（目

標）

－

子育
て支
援課

市民ニーズに応えられ
る放課後児童クラブの
運営内容を確保するた
め、運営団体に対する
研修会の実施、開設時
間の標準化や延長の推
進等により、運営体制
の充実を図る。また、
障害のある児童や高学
年児童を含め利用者が
増加する中で、児童へ
の対応を充実するた
め、適切な指導員数を
配置するとともに、研
修の充実、指導員相互
の交流や情報交換、障
害のある児童などの対
応を支援するための臨
床心理士等の巡回派遣
を行い、指導員の資質
向上を図る。

保育
課

仕事と子育ての両立支
援を推進するため、保
育を必要とする子ども
は誰でも保育所に入所
でき、多様なニーズに
応えながら、子どもの
健やかな育成を支援す
る保育サービスの実現
を図る。 220人

(H25年度)

1
放課後児童クラ
ブの管理運営

職
員

5,400

0.30

Ⅰ-1-
(1)-① 
仕事と子
育ての両
立支援

　保育所の新設や増改築を行
い、年度当初の入所児童数は
定員を下回っており、市全体
では概ね保育需要に対応でき
る状態にあるため、「順調」
とした。

　新制度に移行している私立
幼稚園及び認定こども園の数
が前年度を上回っている
（H27年度5箇所からH28年度
13箇所）ことから「順調」と
した。

719,227 288,872

17,167,464 16,426,451

順調

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H28年度

人0.35

人

課
長

人

人

0.20

0.20

人0.20

0.20

1.35
係
長

人3.90
職
員

人
課
長

係
長

人

70



子ども家庭局

平成28年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H30年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

H27年度

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

H28年度 H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H28年度

目
標

0 人 0 人

実
績

0 人 0 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

0 人 0 人

実
績

139 人 148 人

達
成
率

91.3%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（91.3%）比

向上

課
長

0.10 人

実
績

89.6 ％ 85.4 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

120.8 ％ 95.3 ％
職
員

0.20 人

89.6%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（89.6%）比

向上

課
長

0.10 人

実
績

89.3 ％ 87.1 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

105.8 ％ 97.5 ％
職
員

0.20 人

89.6%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（89.6%）比

向上

課
長

0.10 人

実
績

89.3 ％ 87.1 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

105.8 ％ 97.5 ％
職
員

0.10 人

　引き続き、「北九州市子ど
も・子育て支援事業計画」に
基づき保育の量の確保に努め
ていく。
　保育士等の人材確保に取り
組むとともに、教育・保育の
質の向上を図るため、体系的
な研修等を通じて幼稚園教
諭、保育士等の専門性の向上
に取り組む。
　子どもの生活リズムに十分
配慮しながら、幼稚園におけ
る預かり保育や保育所におけ
る延長保育、休日保育など、
多様なニーズに対応した保育
サービスの充実を図る。

順調

7 137,690 127,742 126,509

保育所に対する満足度（教
育・保育の内容）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

0.40

保育
課

6
特別保育事業補
助

保護者の就労形態の多様
化等に対応するため、保
育所の保育時間を午後7
時もしくは8時まで延長
する「延長保育」の充実
を図る。また、保護者の
パート就労や育児リフ
レッシュ等の理由によ
り、一時的に家庭での保
育が困難となる児童を保
育所において保育する
「一時保育」の充実を図
る。さらに、保育所の通
常保育に加え、延長保育
や一時保育においても、
集団保育の可能な障害の
ある児童の受け入れを行
う「障害児保育」の充実
を図る。

病児保育事業

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第2次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

保護者の勤務の都合、
疾病、事故、出産及び
冠婚葬祭など、やむを
えない事由により家庭
での保育が困難な病気
中、病気回復期にある
児童を医療機関併設型
の施設において保育
し、保護者の子育てと
就労の両立を支援す
る。

保育所待機児童数
(10月)

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」での成
果指標（目

標）

保育
課

年間を通じた待機児童
の解消を図るため、年
度途中の入所が困難な
3歳未満児の保育ニー
ズに対応するため、小
規模保育事業を実施す
る幼稚園、保育所等に
対し、運営費を助成す
る。

幼稚
園・
こど
も園
課

「子ども・子育て支援
新制度」により実施す
る一時預かり事業にお
いて、保護者のニーズ
に応じて教育時間の終
了後等に預かり保育を
実施する私立幼稚園を
支援する。

保育所待機児童数
(４月)

220人
(H25年度)

0人
(H25年度)

幼稚園に対する満
足度（教育・保育
の内容）

5

4

一時預かり事業

地域型保育給付
（小規模保育）

順調

保育所に対する満足度（教
育・保育の内容）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

やや
遅れ

　小規模保育事業実施施設は
平成28年度末までに22か所を
開設した。（平成28年度：8
か所開設）
　また、平成29年4月に8か所
開所し、さらに平成29年10月
までに2か所開所予定である
が、平成28年度の目標40箇所
を下回っているため、「やや
遅れ」とした。

順調

　一時預かり事業の実施園数
は増加（H27年度：28箇所、
H28年度：39箇所）してお
り、希望する施設への助成は
漏れなく実施できていること
から、「順調」とした。

大変
順調

　新規開設に向け、関係機関
と調整を進めながら、市内１
１施設で継続して事業を実施
し、「利用のてびき」の配布
などPRに努めた。
　その結果、登録者数・利用
者数・のべ利用児童数は前年
度に比べ増加しており、保護
者ニーズは依然高く、「順
調」とした。

　平成28年度は、新開設の2
施設が延長保育事業（1時間
延長）を新規に開始した。そ
の結果、全154施設において
年間延べ利用児童数は17,553
人となり、多様化する就労形
態への対応として高い効果が
あった。
　また、2施設が一時保育を
新規に開始した。その結果、
全７８施設において年間延べ
22,993人の児童が利用した。
　上記を踏まえ「大変順調」
とした。

係
長9,300

0.40

332,055

652,764

0人
(H30･31年度)

0人
(H30･31年度)

1,121,105

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」での成
果指標（目

標）

143,400

730,384

－

平成27年度
(89.3%)比

向上

平成27年度
(89.3%)比

向上

平成26年度
（74.2%）
比向上

－

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」策定時
のニーズ調査
による数値

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」策定時
のニーズ調査
による数値

職
員

課
長

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第2次計

画）」での成
果指標（目

標）

4,650

673,107

Ⅰ-1-
(1)-②
年間を通
じた待機
児童解消
策の推進
など保育
の充実

人

0.20 人

【評価理由】
　「幼稚園に対する満足度
（教育・保育の内容）」及び
「保育所に対する満足度
（教育・保育の内容）」は
85％超の高い満足度を得るこ
とができており、下記の取組
により保育の充実を図ること
ができたと判断し、「順調」
とした。
　保育所待機児童数（10月）
は前年度比増となったもの
の、小規模保育事業実施施設
数は、前年度比増となり、年
間を通じた待機児童の解消に
寄与している。
　また、保護者の働き方や地
域の実情に応じた多様な保育
を提供するため、延長保育や
一時保育、障害児保育といっ
た特別保育や、病児保育の充
実を図った。
　保育サービスコンシェル
ジュ事業の相談対応件数は目
標を達成しており、利用者の
ニーズが高く、その有効性も
高いと考えられる。
　保育所の入所定員の増加に
伴い、保育士等の就職説明会
の開催など保育士等の確保に
努めた。

【課題】
　年間を通じた待機児童の解
消に向け、今後も、教育・保
育の量の確保と質の向上及び
保育士等の人材の確保が必
要。

653,690

81,303129,308

平成27年度
（89.6%）
比向上

平成26年度
(84.4%)比

向上

平成26年度
(84.4%)比

向上

3,650

人

2,900
保育
課
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子ども家庭局

平成28年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H30年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

H27年度

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

H28年度 H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H28年度

目
標

0 人 0 人

実
績

0 人 0 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

0 人 0 人

実
績

139 人 148 人

達
成
率

目
標

0 人 0 人
課
長

0.40 人

実
績

139 人 148 人
係
長

0.60 人

達
成
率

職
員

0.60 人

保育
課

保育所、幼稚園や地域
の子育て支援の事業等
の利用について、情報
の収集と提供を行うと
ともに、利用にあた
り、子どもや保護者か
らの相談に応じるた
め、各区役所及び
「ウーマンワークカ
フェ」に１名ずつ保育
サービスコンシェル
ジュを配置する。

8
保育サービスコ
ンシェルジュ事
業

9 保育士等の確保

幼稚
園・
こど
も園
課・
保育
課

保育士就職支援事業
（保育士資格取得見込
の学生等を対象とした
就職説明会や保育士の
資格もしくは看護師等
の免許を持っていて、
現在、保育士の職に就
いていない人（潜在保
育士）を対象とした研
修を実施）、保育士・
保育所支援センター事
業等（保育士の就職支
援や相談等による離職
防止）、幼稚園教諭免
許状を有する者の保育
士資格取得支援等事業
（幼稚園教諭の保育士
資格取得支援や幼稚園
への就職支援等）によ
り、待機児童の解消を
図るため、保育士等の
人材確保に取り組む。

220人
(H25年度)

220人
(H25年度)

保育所待機児童数
(10月)

0人
(H30･31年度)

2,900

7,557

0人
(H30･31年度)

11,447 順調

　相談対応件数、保育所等未
入所児童に対する情報提供数
ともに目標を達成しており、
保育の利用を希望するそれぞ
れの世帯の状況やニーズに
合った保育サービスの情報提
供を行う事ができていること
から「順調」とした。

　保育士等の資格を持ちなが
ら、保育士の職に就いていな
い人を対象に、医師会、子ど
も総合センターなど関係機関
から講師を招いて講義や実技
を行い、保育所等への就職支
援を図った。
　保育士や保育士資格取得予
定者への就職説明会を開催
し、多くの参加者を得たこ
と、また、保育士指定養成施
設との懇談会では、有意義な
情報交換ができたことから、
保育士確保に向けた取組が進
んでいると判断し、「順調」
とした。

係
長

0.10
課
長

23,394

8,285
0人

(H30･31年度)

保育所待機児童数
(４月)

0人
(H25年度)

保育所待機児童数
(10月)

人

人
職
員

0.10

0.10

15,100

20,33523,266 順調

－ －

－ －

人
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子ども家庭局

平成28年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H30年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

H27年度

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

H28年度 H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H28年度

目
標

平成25年度
（93.4%）比

増加

課
長

0.01 人

実
績

93.8 ％ 94.0 ％
係
長

0.05 人

達
成
率

99.6 ％ 100.2 ％
職
員

0.40 人

44.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（44.7%）比

減少

実
績

23.9 ％ 25.9 ％

達
成
率

102.3 ％ 97.4 ％

51.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（51.7%）比

減少

実
績

29.4 ％ 30.0 ％

達
成
率

101.1 ％ 99.2 ％

目
標

平成25年度
（93.4%）比

増加

課
長

0.10 人

実
績

93.8 ％ 94.0 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

99.6 ％ 100.2 ％
職
員

0.40 人

12
すくすく子育て
支援事業

子育
て支
援課

母子健康手帳の交付、
妊産婦乳幼児なんでも
相談、母親学級、両親
学級、育児学級等の母
子保健教室、乳幼児発
達相談指導「わいわい
子育て相談」、乳幼児
健診未受診者フォロー
事業（児童虐待予防事
業）、その他母子保健
に関する事業を実施す
る。

25,211 22,237 21,222

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（小学生の保護
者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

93.4%
(H25年度)

平成26年度
（94.2%）
比増加

平成27年度
(93.8%)比

増加

順調

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
（第2次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

子育
て支
援課

妊娠１１週までの妊娠届出
者の割合

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

母子健康診査

子どもの健康の保持と
健やかな育成を図るた
め、保険診療にかかる
医療費の自己負担額を
助成する。

平成26年度
（94.2%）
比増加

3,615

平成27年度
(29.4%)比

減少

順調

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
（第2次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

子育
て支
援課

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
（第2次計

画）」での成
果指標（目

標）

平成27年度
（93.8%）
比増加

平成26年度
(30.2%)比

減少

妊婦や乳幼児の疾病ま
たは異常の発見および
防止を図り、健康を保
持増進させるため、妊
婦、乳幼児の定期的な
健診の機会を提供す
る。
（妊婦健康診査、B型
肝炎母子感染防止事
業、先天性代謝異常等
検査、乳児健康診査、
1歳６か月児健康診
査、３歳児健康診査）

988,300

　母親学級については、内容や
開催回数を見直した区もあり、
開催数は若干減っているが、希
望する方は全て参加することが
できている。
　妊娠11週までの妊娠届出者の
割合は、平成27年度93.8%に対し
94.0%と増加しており、妊娠早期
からの母子の健康管理につな
がっていると考える。
　母子健康手帳交付時をはじ
め、さまざまな機会を捉えて、
育児に関する相談等専門的支援
や情報提供を行い、母子の健康
づくりに寄与している。
　以上のことから、「順調」と
した。

0.80

　子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合は、前年度に比べ
高くなっているものの、平成
28年10月から、新たに「小学
校就学前まで」となっていた
通院医療費の助成対象を「小
学校6年生まで」に拡充した
ことで、経済面における支援
を行っていることから、施策
に対する効果は高いと考え、
「順調」とした。

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」での成
果指標（目

標）

　妊婦健診の受診率は、前年
度水準を維持（H27年度：
96.7%、H28年度：96.6%）し
ており、3歳児健診について
は、受診率が向上（H27年
度：91.9%、H28年度：
98.0%）している。早期の妊
娠届出を勧奨することで、妊
娠11週までの妊娠届出者の割
合は、平成27年度93.8%に対
し94.0%と増加している。
　以上のことから、「順調」
とした。

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
（第2次計

画）」での成
果指標（目

標）

2,506,178

928,241

平成27年度
(23.9%)比

減少

2,818,400

妊娠１１週までの妊娠届出
者の割合

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

10

12,300
係
長

93.4%
(H25年度)

人

順調 　今後も、関係機関とうまく
連携し、妊娠や乳幼児の疾病
または異常の早期発見・早期
支援に取り組み、子育ての孤
立化や育児不安の解消に努め
ていく。
　様々な機会を通じ、育児に
関する相談など、専門的な支
援や情報提供を行い、母子の
健康づくりに寄与していく。

【評価理由】
　「子育ての悩みや不安を感
じる人の割合」は前年度に比
べ増加しているが、下記の取
組により母子が健康に生活で
きる環境づくりを進めること
ができたと判断し、「順調」
とした。
　妊娠11週までの届出者の割
合は、高水準を維持できてお
り、妊娠早期からの母子の健
康管理につながっている。
　医療費支給制度は、平成28
年10月から対象年齢を拡大
し、支援の拡充を図ることが
できた。
　また、乳児家庭全戸訪問
（のびのび赤ちゃん訪問事
業）やわいわい子育て相談
（乳幼児発達相談指導事業）
等を実施することで、妊娠期
から乳幼児期まで支援する仕
組みはうまく機能している。

【課題】
　子育ての孤立化を防ぎ、地
域での見守り体制を充実して
いくために、今後とも関係機
関との連携が重要である。
 実施して間もない「妊娠・
出産・養育にかかる相談支援
事業」は、区の保健師のマネ
ジメントにより必要な支援を
実施していくものであるた
め、保健師の資質向上を図る
ことが必要である。

順調

人2,804,81211

Ⅰ-1-
(1)-③ 
母子が健
康に生活
できる環
境づくり

子ども医療費支
給制度

956,560

課
長

平成26年度
(25.6%)比

減少

0.20

職
員

人

0.40

6,150
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子ども家庭局

平成28年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H30年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

H27年度

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

H28年度 H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H28年度

目
標

平成25年度
（88.9%）比

増加

課
長

0.01 人

実
績

93.0 ％ 95.2 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

107.1 ％ 102.4 ％
職
員

0.40 人

44.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（44.7%）
比減少

課
長

0.01 人

実
績

25.9 ％
係
長

0.05 人

達
成
率

97.4 ％
職
員

0.05 人

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」策定時の
ニーズ調査に
よる数値

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標

（目標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

平成27年度
(23.9%)比

減少

88.9%
(H25年度)

6,500

子育
て支
援課

妊娠・出産・養
育にかかる相談
支援事業

45,490

生後４か月までの乳児家庭
訪問の割合

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

順調

637

平成27年度
（93.0%）比

増加

990

4,115

　乳児家庭訪問の割合は前年
度93.0%に対し、95.2%と増加
しており、養育支援が必要な
家庭への保健師、助産師等の
専門職による訪問も継続実施
している。
　また、地域支援者（主任児
童委員等）による地域に住む
人ならではの情報提供や関わ
りも定着してきており、専門
職と地域支援者それぞれの強
みを活かした活動が展開され
ている。
　以上のことから、「順調」
とした。

  平成28年8月に事業を開始
し、関係機関や各種相談事業
等の連携により支援が必要と
考えられる家庭に対し保健師
によるアセスメントを行った
結果、9世帯の妊産婦等に対
して必要な家事・育児支援を
実施した。支援が必要な対象
者の全てに事業を活用できて
おり「順調」とした。

順調

44,16149,932

　若年の妊婦や産後う
つなど、養育支援を必
要とする家庭に対し、
訪問指導員を派遣し、
家事を支援するととも
に、思いがけない妊娠
等に悩む女性に対する
電話相談等を実施す
る。

子育
て支
援課

14

13
のびのび赤ちゃ
ん訪問事業

子育ての孤立化を防
ぎ、乳児の健全な育成
環境の確保を図るた
め、生後４か月までの
乳児がいるすべての家
庭を訪問することで、
子育て情報の提供を行
うとともに、さまざま
な不安や悩みを聞き、
支援が必要な家庭に対
して適切な指導や支
援、サービス提供に結
びつける。また、うつ
状態等を早期に把握
し、きめ細かに支援す
るため、全産婦に産後
うつを早期に発見する
ための質問票を用い
て、支援する。

平成26年度
（86.8%）比

増加

－

74



子ども家庭局

平成28年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H30年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

H27年度

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

H28年度 H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H28年度

44.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（44.7%）比

減少

実
績

23.9 ％ 25.9 ％

達
成
率

102.3 ％ 97.4 ％

51.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（51.7%）比

減少

実
績

29.4 ％ 30.0 ％

達
成
率

101.1 ％ 99.2 ％

44.3%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（44.3%）比

増加

実
績

49.0 ％ 47.6 ％

達
成
率

95.5 ％ 97.1 ％

44.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（44.7%）比

減少

実
績

23.9 ％ 25.9 ％

達
成
率

102.3 ％ 97.4 ％

44.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（44.7%）比

減少

実
績

23.9 ％ 25.9 ％

達
成
率

102.3 ％ 97.4 ％

51.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（51.7%）比

減少

実
績

29.4 ％ 30.0 ％

達
成
率

101.1 ％ 99.2 ％

　身近な地域における子育て
を支えるネットワークづくり
など、地域社会全体で子育て
を支援する環境づくりを進め
る。
　子育てに悩みや不安を持つ
保護者が、分かりやすく利用
しやすい相談体制を整備す
る。
　子育て中の人が知りたい情
報をタイムリーに手軽に入手
できるよう、情報誌やホーム
ページなどを活用した情報提
供を行う。

【評価理由】
　「子育ての悩みや不安を感
じる人の割合」は前年度に比
べ増加しているが、下記の取
組により子育ての不安や悩み
を軽減することができている
と判断し、「順調」とした。
　「こそだて情報」による情
報提供のほか、「親子ふれあ
いルーム」の継続した運営
や、地域の子育て支援団体な
どへの活動支援を行うこと
で、乳幼児を持つ保護者の子
育てへの不安の軽減に寄与し
たと考えている。
　また、「子ども・家庭相談
コーナー」や「子育て支援サ
ロン"ぴあちぇーれ”」で
は、子育て等に関する相談に
応じ、関係機関と連携しなが
ら、必要な対応を行う等、相
談者の不安や負担感の軽減が
できていると考えている。

【課題】
　情報提供内容の更なる充実
に努める。
　利用者の多様化するニーズ
に対応できるよう、研修等に
より親子ふれあいルームス
タッフの質の向上を図るとと
もに、今後も子育ての不安や
悩みを軽減するため、子ど
も・家庭相談コーナーの相談
員の資質の向上を図ることが
必要。

平成26年度
(25.6%)比

減少

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

子育てが地域の人に支えら
れていると感じる人の割合
（就学前児童の保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

平成26年度
(25.6%)比

減少

平成27年度
(23.9%)比

減少

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（小学生の保護
者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H27～31年度）」掲
載内容

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（小学生の保護
者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

各区役所に「子ども・
家庭相談コーナー」を
設置し、子どもと家庭
に関するあらゆる相談
をひとつの窓口で受
け、母子家庭の自立支
援、ＤＶ被害者対応、
児童虐待等、それぞれ
の相談に応じた支援・
対応を行うとともに、
必要に応じて他の機関
のサービス・支援へと
つなげる。

総務
企画
課

乳幼児を持つ保護者の
子育てへの不安を軽減
するため、親子が気軽
に集い、交流、情報交
換、育児相談等ができ
るスペースを既存の公
共施設を活用しなが
ら、区役所や児童館な
どで運営する。

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

子ども・家庭相
談コーナー運営
事業

16

子育
て支
援課

17

親子ふれあい
ルーム運営事業

子育てに関する
情報提供の充
実・ＰＲ

子育
て支
援課

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

3,884

平成26年度
(30.2%)比

減少

平成27年度
(23.9%)比

減少

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

平成26年度
(30.2%)比

減少

平成27年度
(29.4%)比

減少

平成26年度
(25.6%)比

減少

平成27年度
(23.9%)比

減少

15

職
員

係
長

課
長

0.35

0.40

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

0.10

　「子育ての悩みや不安を感
じる人の割合」は前年度に比
べ増加しているが、子ども・
家庭相談コーナーの相談件数
は、前年度72,870件に対し
81,144件で約8,000件増加し
ており、同コーナーでは関係
機関と連携し、それぞれの内
容に応じた支援・対応を行
い、相談者の不安や負担感の
軽減を図っていることから、
「順調」とした。

　「こそだて情報」「子ども
家庭レポート」とも内容の充
実に努め、予定どおりに発
行・配布したことから「順
調」とした。

順調

順調

人

　成果指標は改善されていな
いが、親子ふれあいルームの
利用者数（乳幼児数）は
45,445人で、平成27年度
43,117人に比べ2,000人以上
増加しており、親子が気軽に
集い、交流、情報交換、育児
相談等ができる「親子ふれあ
いルーム」を運営すること
が、乳幼児を持つ保護者の子
育てへの不安の軽減に寄与し
ていると考えることから、
「順調」とした。

順調

人

人

人

人

順調

人

0.05

89,002

3,884

85,868

4,266

82,433

32,65034,31333,655

Ⅰ-1-
(1)-④
 子育ての
不安や悩
みを軽減
する環境
づくり

子育て中の人が、子ど
もの成長に合わせた情
報をタイムリーかつ手
軽に入手できるよう、
情報誌の内容や、情報
提供方法の充実を図
り、必要とする市民に
子育ての情報を的確に
届ける。
また、本市が取り組ん
でいる子どもの健全育
成や子育て支援につい
ての成果や課題、デー
タを盛り込んだ「子ど
も家庭レポート」を発
行し、市民や地域の担
い手に周知すること
で、地域全体で子育て
を支援する環境づくり
の一助とする。

0.10
課
長

人

6,150

7,275

係
長

0.60

職
員

6,075

課
長

係
長

職
員

平成27年度
（49.0%）
比増加

平成27年度
(29.4%)比

減少

平成26年度
(51.3%)比

増加

0.35 人

0.20

0.10 人
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子ども家庭局

平成28年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H30年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

H27年度

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

H28年度 H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H28年度

44.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（44.7%）比

減少

実
績

23.9 ％ 25.9 ％

達
成
率

102.3 ％ 97.4 ％

51.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（51.7%）比

減少

実
績

29.4 ％ 30.0 ％

達
成
率

101.1 ％ 99.2 ％

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（小学生の保護
者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

保育
課

「子育て支援サロン
“ぴあちぇ－れ”」に
子育て支援総合コー
ディネータ－を配置
し、面接、電話やメー
ルによる子育てに関す
る相談の対応を行い、
必要な関係機関との連
携、調整等の支援を行
う。
また、大学教授や小児
科医、保育経験者等を
講師に招き、子どもの
発達や食育、遊び等を
テーマとした育児講座
の開催や絵本の貸出を
行い、子育て支援の充
実を図る。

18
子育て支援総合
コーディネー
ター事業

　子育てに関する不安や悩み
の相談に対して、関係機関と
の連携、調整等を行い適切に
対応した。
　また、育児講座を計画通り
に開催し、子育て支援の充実
が図れたため「順調」とし
た。

4,150

平成27年度
(23.9%)比

減少

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

順調
平成27年度
(29.4%)比

減少

平成26年度
(30.2%)比

減少

14,29314,30914,310

人

0.10

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

平成26年度
(25.6%)比

減少

課
長

人

0.00
職
員

人0.30
係
長
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子ども家庭局

平成28年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H30年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

H27年度

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

H28年度 H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H28年度

目
標

平成25年度
（10,011人）

比増加

実
績

10,015 人 11,323 人

達
成
率

97.7 ％ 113.1 ％

62.1%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（62.1%）比

減少

実
績

39.8 ％ 52.1 ％

達
成
率

146.1 ％ 79.6 ％

目
標

23か所
(H31年度)

課
長

0.30 人

実
績

15
か
所

16
か
所

係
長

0.30 人

達
成
率

115.4 ％ 106.7 ％
職
員

0.85 人

89.6%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（89.6%）比

向上

課
長

0.10 人

実
績

89.3 ％ 87.1 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

105.8 ％ 97.5 ％
職
員

0.20 人

目
標

平成25年度
（380件）比

減少

課
長

1.00 人

実
績

606 件 918 件
係
長

2.00 人

達
成
率

職
員

3.00 人

　ひとり親家庭に対しては、
自立に必要な制度や事業を確
実に活用できるよう、情報提
供を充実するとともに、引き
続き総合的な支援を行ってい
く。
　家庭的養護を推進するため
の小規模グループケア、地域
小規模児童養護施設の設置を
進めるとともに、子どもたち
への支援をさらに充実するた
め、職員の資質の向上等を図
る。また、就職・進学に際
し、児童が希望する進路を選
択できるよう、自立に向けた
支援を行う。
　児童虐待が深刻化する前に
早期発見・早期対応に取り組
み、子どもの安全を守るため
の一時保護や被虐待児のケ
ア、家族再統合に向けた保護
者への支援等を行うことで児
童虐待の防止に努めるほか、
子どもの心のケアに重点を置
いた取り組みを強化する。
　「子ども食堂」をモデル事
業として継続実施し、民間を
主体とした「子ども食堂」の
活動が本市において広がるよ
う、そのモデルを示し、活動
支援のための助成を行う。

【評価理由】
　以下により、特別な支援を
要する子どもや家庭に対し、
適切に対応することができた
ことから、「順調」と判断し
た。
　ひとり親家庭等の福祉を総
合的に推進する母子・父子福
祉センターの利用者数が前年
度を上回り、より多くのひと
り親家庭等に自立支援や就業
支援等を行うことができた。
　被虐待児等に対し、家庭的
な環境と安定した人間関係の
もとで、きめ細かなケアを提
供する、地域小規模児童養護
施設が増設された。
　市民や関係機関の虐待通告
への意識が向上し、児童虐待
対応件数が前年度に比べ、大
幅に増加した。
　子ども食堂を市内２ヶ所に
開設し、利用児童に対し食事
の提供や学習支援を行い、モ
デル事業として質の高いサー
ビスを提供できた。

【課題】
　ひとり親家庭が自立し、安
定した生活を営むことができ
る社会環境づくりを推進する
ため、引き続きひとり親家庭
等の自立支援や就業支援など
に取り組むことが必要。
　社会的養護が必要な子ども
が健やかに育まれ、自立でき
る社会環境づくりを推進する
ため、引き続き児童養護に関
する環境整備に取り組むこと
が必要。
　障害のある子どもやその家
庭の支援のため、親子通園事
業等利用が必要な家庭へのさ
らなる周知を図る必要があ
る。
　児童虐待の早期発見、早期
対応、また発生予防に努め、
迅速かつ適切に対応すること
はもとより、虐待を受けた子
どもの心のケアや虐待を行っ
た保護者等への再発防止策の
対応が喫緊の課題である。
　子ども食堂については、モ
デル事業を通じ、得られた経
験やノウハウを活かし、今
後、開設を考えている市民団
体やＮＰＯ法人等に対してノ
ウハウの伝承することによ
り、民間を主体とした「子ど
も食堂」の活動を広げる必要
がある。

幼児期の子どもの発達
や育児に関して、不安
や孤独感を抱えている
保護者にとっては、思
いを共有し、気兼ねな
く安心して親子で過ご
せる場所を提供する
等、伴走型の支援が必
要であり、あそびや体
験等を通じて、子育て
の楽しさや成長の喜び
を保護者が感じられる
よう保育所での継続し
た支援、相談を行う。

子ど
も総
合セ
ン
ター

児童虐待の早期発見及
び被虐待児童の迅速か
つ適切な保護を行うた
め、関係機関との連携
強化を図り、児童虐待
の防止等のために必要
な体制を整備するとと
もに、関係機関等の職
員の研修及び広報活動
を行う。

親子通園事業

22

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」での成
果指標（目

標）

ひとり親家庭の就業を支す
る施策の利用数（母子・父
子福祉センターの延べ利用
者数）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

21,865 18,331

人

順調

　保育所、幼稚園、療育機関
等への移行が決定した世帯が
昨年度より増加している
（62%→64%）。
　移行支援としての成果が出
ており、実利用組数が前年度
より4組の減少にとどまって
いることから「順調」とし
た。

　「母子・父子福祉センター
を知らない人の割合」は前年
度に比べ増加しているが、平
成25年度（62.1%）よりも10
ポイント減少しており、ま
た、母子・父子福祉センター
延べ利用者数も11,323人と前
年度10,015人を上回っている
ため、ひとり親家庭等の生活
の安定、福祉の向上に寄与し
ていると考え、「順調」とし
た。

順調

　地域小規模児童養護施設が
１箇所増設された。
　地域小規模児童養護施設を
開始した施設については、対
象児童に落ち着きが見られる
など家庭的養護の効果が出て
いることから、「順調」とし
た。

－

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

順調4,650

平成27年度
(89.3%)比

向上

順調

　市民や関係機関職員を対象
に児童虐待問題連続講座や児
童虐待対応リーダー養成研修
等の啓発事業に取り組んだこ
とが、虐待通告への意識の向
上につながった。
　虐待通告への意識の高まり
などを背景に、児童虐待相談
対応件数は年々増加している
が、児童の所属先や病院、警
察等、関係機関との連携強化
により、支援対象児童等の早
期発見や適切な保護を図る体
制づくりは進んでいることか
ら「順調」とした。

ひとり親家庭の支援・相談
窓口を知らない人の割合
（母子・父子福祉セン
ター）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

平成26年度
(10,252人)
比増加

10,011人
(H25年度)

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」策定時
のニーズ調査
による数値

地域小規模児童養護施設・
小規模グループケアの実施
か所数

※「現状値」は「元気発
進！子どもプラン(第２次
計画）【H27～31年度】」
掲載内容

児童養護施設・乳児
院・情緒障害児短期治
療施設・自立支援施
設・自立援助ホーム・
ファミリーホーム・里
親において、保護を要
する児童に係る必要な
経費を負担し、社会的
養護が必要な子ども
が、それぞれの子ども
にあった生活環境で、
健やかに育まれ、自立
できる社会環境づくり
を推進する。

子育
て支
援課

20
児童養護施設等
措置費

21

児童虐待防止
（子どもの人権
擁護）推進事業

母子・父子福祉
センター運営事
業

19
子育
て支
援課

保育
課

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」での成
果指標（目

標）

平成27年度
（606件）
比減少

平成26年度
（454件）
比減少

平成27年度
（15か所）
比増加

保育所に対する満足度（保
育の内容）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)(H27～
31年度）」掲載内容

平成26年度
（13か所）
比増加

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」策定時
のニーズ調査
による数値

平成26年度
(58.8%)比

減少

平成26年度
(84.4%)比

向上

平成27年度
（39.8%）
比減少

11か所
(H25年度)

平成27年度
(10,015
人）増加

1,954,669 1,927,785

1,850

14,736

4,363

41,297 41,29742,029

1,227

－

1,480

「母子・父子福祉セン
ター」において、ひと
り親家庭や寡婦の生活
上の悩みや相談を受け
たり、仕事のために必
要な知識や技能を身に
つけるための講座等を
無料で実施する。その
他各種研修会や催し等
を行い、ひとり親家庭
等の生活の安定、福祉
の向上を目指す。

380件
(H25年度)

Ⅰ-1-
(1)-⑤
特別な支
援を要す
る子育て
家庭への
対応

順調

1,905,670

課
長

係
長

職
員

人

人0.02

0.05

0.10

12,825

54,000

児童虐待対応件数

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容
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子ども家庭局

平成28年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H30年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

H27年度

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

H28年度 H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H28年度

51.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（51.7%）比

減少

課
長

0.01 人

実
績

30.0 ％
係
長

1.00 人

達
成
率

99.2 ％
職
員

0.20 人

44.3%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（44.3%）比

増加

課
長

0.01 人

実
績

49.0 ％ 47.6 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

95.5 ％ 97.1 ％
職
員

0.10 人

44.3%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（44.3%）比

増加

実
績

49.0 ％ 47.6 ％

達
成
率

95.5 ％ 97.1 ％

44.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（44.7%）比

減少

実
績

23.9 ％ 25.9 ％

達
成
率

102.3 ％ 97.4 ％

44.3%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（44.3%）比

増加

課
長

0.10 人

実
績

49.0 ％ 47.6 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

95.5 ％ 97.1 ％
職
員

0.30 人

【評価理由】
　「子育てが地域の人に支え
られていると感じる人の割合
（就学前児童の保護者）」
は、前年度に比べ減少してい
るが、下記のとおり各種団体
や企業などと連携した子育て
支援の取組みはさらに広がり
を見せていることから、「順
調」とした。
　ほっと子育てふれあい事業
では、仕事の都合や子どもの
軽い病気の時に、ボランティ
ア組織「ほっと子育てふれあ
いセンター」の会員間の子ど
もの預かりや送迎など、子育
て支援サービスの充実を図
り、平成28年度の会員数は増
加した。
　子育てに関わる団体への活
動支援補助金については、目
標件数どおり団体に対し交付
することができ、地域におけ
る子育て支援活動の促進を図
ることができた。
　赤ちゃんの駅が登録施設が
増加し、420施設になるな
ど、子育て中の親が安心して
外出できる環境づくりが着実
に進んでいる。

【課題】
　引き続き、地域社会全体で
子育てを支援する環境づくり
を進めることが必要。
　赤ちゃんの駅の登録施設の
増には民間の協力が不可欠で
ある。

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

　子育てが地域の人に支えら
れていると感じる人の割合は
減少傾向にあるが、赤ちゃん
の駅の新規登録施設は、目標
どおり増加したこと、また、
本市発祥のシンボルマークを
使用している自治体数も９自
治体増加しているので「大変
順調」とした。

6,400

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」策定時
のニーズ調査
による数値

順調

　「子育てが地域の人に支え
られていると感じる人の割合
（就学前児童の保護者）」は
前年度に比べ減少している
が、会員数も順調に増加(H27
年度:2,898人、H28年度:
2,984人）し、研修や会員同
士の交流会の充実を図ってお
り、安全で質の高いサービス
を提供できていると考えるこ
とから、「順調」とした。

人

順調

大変
順調

　成果指標は改善されていな
いが、子育てに係る団体への
補助金件数は123件で、前年
度120件よりも増加してお
り、地域の子育て支援のニー
ズに沿った事業と判断され
る。
　以上のことから、「順調」
とした。

4,400

順調
ほっと子育てふ
れあい事業

子育
て支
援課

仕事などの都合で保護
者の帰宅が遅くなる家
庭の児童に対し、学習
支援や食事の提供など
を行う（「子ども食
堂」）をモデル的に実
施する。

25
みんなの子育
て・親育ち支援
事業

24

子育
て支
援課

子ども食堂運営
事業

子育てが地域の人に支えら
れていると感じる人の割合
（就学前児童の保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
（第2次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
（第2次計

画）」での成
果指標（目

標）

平成27年度
(23.9%)比

減少

平成26年度
(51.3%)比

増加

平成27年度
(29.4%)比

減少

平成27年度
（49.0%）
比増加

平成27年度
（49.0%）
比増加

平成27年度
（49.0%）
比増加

平成26年度
(51.3%)比

増加

平成26年度
(25.6%)比

減少

5,451

4,230

1,300

14,647

5,236

994

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」での成
果指標（目

標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」での成
果指標（目

標）

23

赤ちゃんの駅登
録事業

職
員

Ⅰ-1-
(1)-⑥
地域など
と行政の
連携・協
働による
子育て支
援の推進

子育
て支
援課

26

　身近な地域における子育て
を支えるネットワークづくり
やお互いの助け合い、民間事
業者との連携など、地域社会
全体で子育てを支援する環境
づくりを進める。また、子育
て家庭の状況に応じて、必要
な人に必要な支援を適切に行
う環境づくりを進める。
　子育てに悩みや不安を持つ
保護者が、分かりやすく利用
しやすい相談体制を整備す
る。

順調

0.30

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（小学生の保護
者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

総務
企画
課

5,000

5,416

－

14,647

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」での成
果指標（目

標）

子育てが地域の人に支えら
れていると感じる人の割合
（就学前児童の保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

乳幼児の親同士が交流
を通じて、自主的な活
動を行えるよう育児
サークルを支援する。
また、自由に参加・利
用できるフリースペー
スの活動を支援すると
ともに、地域で子育て
をしやすいシステムづ
くり、仲間づくりを支
援する。

官民が協力して、乳幼
児を持つ保護者が外出
した際、授乳やオムツ
替えができる施設を
「赤ちゃんの駅」とし
て登録し、子育て中の
親が安心して外出でき
る環境づくりを行う。

仕事の都合や子どもの
軽い病気の時に、ボラ
ンティア組織「ほっと
子育てふれあいセン
ター」の会員間で子ど
もの預かりや送迎な
ど、子育て支援サービ
スの充実を図る。

子育てが地域の人に支えら
れていると感じる人の割合
（就学前児童の保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」策定時
のニーズ調査
による数値

1,277

11,615

　平成28年9月末にモデル事
業として、子ども食堂を市内
２ヶ所に開設し、約半年間で
目標利用者数延べ600人を上
回る延べ890人の児童が利用
した。利用児童に対し、食事
の提供や学習支援を行い、モ
デル事業として質の高いサー
ビスを提供できていると考え
ることから「順調」とした。

課
長

人0.30
係
長

人0.10

15,028 1,865

平成26年度
(51.3%)比

増加

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」策定時
のニーズ調査
による数値

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」での成
果指標（目

標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」策定時
のニーズ調査
による数値

78



子ども家庭局

平成28年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H30年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

H27年度

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

H28年度 H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H28年度

91.3%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（91.3%）比

向上

課
長

0.06 人

実
績

89.6 ％ 85.4 ％
係
長

0.25 人

達
成
率

120.8 ％ 95.3 ％
職
員

0.40 人

91.3%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（91.3%）比

向上

実
績

89.6 ％ 85.4 ％

達
成
率

120.8 ％ 95.3 ％

89.6%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（89.6%）比

向上

実
績

89.3 ％ 87.1 ％

達
成
率

105.8 ％ 97.5 ％

【評価理由】
　幼稚園・保育所に対する満
足度は、前年度に比べ低下し
ているが、下記の取組により
幼児教育の充実が図られてい
るため、「順調」とした。
　全私立幼稚園において幼児
教育振興助成補助金等が活用
され、また全施設において預
かり保育を実施するなど幼児
教育の充実が図れた。
　保幼小連携事業を実施する
施設の割合は高い水準を維持
しており、保幼小連携研修会
の参加人数も増加した。

【課題】
　本市の幼児教育のさらなる
振興を図るため、私立幼稚園
への助成制度を継続すること
が必要。
　校区により連携の内容や頻
度にばらつきが見られるた
め、連携をより組織的・体系
的に進めることが必要。

　幼児教育充実のため、引き
続き、保育所、幼稚園等と小
学校間が連携し、保育所・幼
稚園等の保育環境から、小学
校の学習環境への円滑な接続
を図る。
　特別な支援が必要な子ども
への対応の充実にも引き続き
取り組む。

7,825

平成26年度
(74.2%)比

向上

課
長

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」策定時
のニーズ調査
による数値

　保幼小連携事業を実施する
保育所、幼稚園、小学校の割
合は目標（97%）を達成した
ため、「順調」とした。
　保幼小連携研修会に、前年
度に比べ57人増加の627人が
参加し、連携の必要性の意識
向上に寄与している。

　幼児教育振興助成補助金等
を交付し、施設の設備や備品
等の購入など全私立幼稚園で
活用され、幼児教育環境の充
実に寄与している。
　また、全施設において、預
かり保育を実施するなど子育
て支援事業を実施した。さら
に各施設において、地域の保
護者のニーズに応じた子育て
支援事業を実施していること
から、「順調」とした。

537 順調

0.05

順調

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」での成
果指標（目

標）

Ⅰ-1-
(2)-① 
幼児教育
の充実

28
保育所、幼稚
園、小学校の連
携

27
幼児教育の振
興・子育て支援
機能の充実

保育所に対する満足度（保
育の内容）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」策定時
のニーズ調査
による数値

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」策定時
のニーズ調査
による数値

0.50

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」での成
果指標（目

標）

548
平成26年度
(84.4%)比

増加

係
長

職
員

平成27年度
（89.6%）
比向上

平成26年度
(74.2%)比

向上

人

0.35

人

平成27年度
（89.6%）
比向上

339,806

人

幼稚
園・
こど
も園
課

順調

幼稚
園・
こど
も園
課

本市の幼児教育の振興
と子育て支援機能の強
化を図るため、私立幼
稚園での幼児教育環境
の整備（施設の設備や
備品・教材等の購入な
ど）や預かり保育、子
育て相談、体験保育な
どの子育て支援機能の
充実に対する助成を行
う。

保育所、幼稚園の保育
環境から小学校の学習
環境への円滑な接続を
図るため、公私、保幼
小の代表者で構成する
「保幼小連携推進連絡
協議会」を設置し、年
2回協議を行う。ま
た、保幼小連携担当者
を対象に研修会を実施
する。

6,190311,968

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」での成
果指標（目

標）

平成27年度
（89.3%）
比向上

幼稚園に対する満足度
（教育・保育の内容）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

幼稚園に対する満足度
（教育・保育の内容）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

341,440

673
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子ども家庭局

平成28年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H30年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

H27年度

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

H28年度 H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H28年度

目
標

平成25年度
（6,342人）

比増加

課
長

0.10 人

実
績

5,415 人 5,734 人
係
長

1.00 人

達
成
率

102.6 ％ 105.9 ％
職
員

0.00 人

目
標

24 件
課
長

1.00 人

実
績

35 件 36 件
係
長

0.50 人

達
成
率

145.8 ％ 102.9 ％
職
員

1.25 人

目
標

500人
(H31年度)

課
長

0.10 人

実
績

291 人 337 人
係
長

0.30 人

達
成
率

120.7 ％ 115.8 ％
職
員

0.30 人

目
標

7.0人
(H31年度)

実
績

7.9 人 6.4 人

達
成
率

121.5 ％ 123.4 ％

目
標

平成25年度
（81社）
比増加

実
績

156 社 185 社

達
成
率

164.2 ％ 118.6 ％

Ⅰ-1-
(4)-①
青少年の
健全育
成・非行
を生まな
い地域づ
くり

順調

【評価理由】
　以下により、「順調」とし
た。
　「少年人口1,000人あたり
の検挙補導人員を表す非行者
率（暦年統計）」が減少する
など、地域社会全体で青少年
を健やかに育む環境づくりを
進められた。
　青少年ボランティアステー
ション推進事業では、年間を
通じてボランティア活動情報
の提供や活動調整、活動支援
に努めた結果、ボランティア
活動者数が増加した。
　ユースステーションでは、
指定管理者による、新たな主
催事業も開催され、「若者向
け事業への参加者数」が前年
度比増となり、子どもや若者
が豊かな社会性を身につけ、
自立できる力を育むための環
境づくりを進めた。
　ひきこもり等悩みや課題を
抱える子どもや若者とその家
族等に対する総合的なサポー
トや非行防止教室の実施等青
少年の非行防止や立ち直り支
援を推進した。

【課題】
　若者一人ひとりの状況に応
じた支援の充実が必要。

　次代を担う青少年が社会と
の関わりを自覚し、自己を確
立・向上していけるよう、引
き続き、ボランティア活動を
通じた豊富な体験活動プログ
ラムの提供と活動支援を進め
ていく。
　若者の状況に応じて、適切
な時期に的確な支援機関につ
なげられるよう、関係機関と
の連携をさらに強化してい
く。
　青少年を有害環境から守る
ため、地域と連携し、有害環
境の浄化とともに、非行防止
に取り組む。
　警察や薬剤師会、地域団体
等との連携を図り、薬物乱用
防止教室や各種キャンペーン
等を行い、薬物乱用の撲滅機
運を高めるための取り組みを
推進する。

青少
年課

平成27年度
(35件）
比増加

1,740

平成26年度
（5,279人）

比増加

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」での成
果指標（目

標）

平成26年
(9.6人)比

減少

　様々な関係機関と連携し、
充実したボランティア活動を
推進したことで、体験活動者
数は5,734人となり、前年度
から319人増加したため、
「順調」とした。

　子ども・若者応援センター
「YELL」の就労体験参加者数
は、580人となり前年度から
217人増加し、来所相談者の
就業等実績（累計数）は、
337人となり前年度から46人
増加したため、「大変順調」
とした。

大変
順調

11,150

順調

順調

　指定管理者による、アウト
ドアクラブなど新たな主催事
業も開催され、若者向け事業
の参加者数は2,811人とな
り、前年度から298人増加し
た。また、社会体験活動等の
機会や場の提供も前年度比増
となったため、「順調」とし
た。

1,949

29,830 順調

　再犯者率は増加している
が、再犯者数は前年対比47人
減少している。これは、母数
を構成する少年検挙補導人員
の減少と初犯者数の減少によ
り、再犯者率が増加したため
である。
　非行防止教室は、主に中学
校を対象に、毎年実施区を設
定して、3ヵ年で市内全中学
校を一巡しており、平成28年
度も予定どおり実施した。
　保護観察所との協働によ
り、年々、協力雇用主活動へ
の理解促進が図られ、登録業
者数が増加している。これら
「非行防止教室の開催」「少
年補導委員活動」「協力雇用
主による就労支援」などを活
発に行ったことにより、少年
非行の指標となる「非行者
率」が大きく減少しているこ
とから「順調」とした。

30
「ユースステー
ション」運営費

32

「北九州市『青
少年の非行を生
まない地域づく
り』推進本部」
運営事業

「Ⅰ非行防止対策」
「Ⅱ非行からの『立ち
直り』支援」「Ⅲ薬物
乱用の防止と啓発」
「Ⅳ地域団体・関係機
関との連携強化」の４
つの柱をたて、就労支
援の取り組みを強化す
るなど、青少年の非行
防止施策を総合的かつ
積極的に展開する。

社会の構成員としての規範意
識や他者への思いやり等の豊
かな人間性を育むとともに、
社会性や協調性等を身に付け
ることができるよう、青少年
が行うボランティア活動を支
援・促進する。
①ボランティア活動の推進：
青少年が参加できるボラン
ティアプログラムの開発及び
関係機関・団体等への働きか
けを行う。
②社会参加ボランティアの実
施：関係機関と連携しなが
ら、ボランティア活動を通し
た青少年の社会的自立を支援
する。
③リーダーの養成や登録：ボ
ランティア活動の知識や実践
力を育て、活動を支援できる
リーダーの養成及び登録を行
う。

31

29

青少年ボランティアステー
ションにおけるボランティ
ア体験活動者数

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

平成27年度
（5,415人）

比増加

6,342人
(H25年度)

81社
(H25年)

前年度
（95社）
比増

人

42,400 33,364

前年度
（156社）

比増

6,400

2.00

青少年ボラン
ティアステー
ション推進事業

25,875

23,343

1,830

45,673

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」での成
果指標（目

標）

24,036

24,361

23,737

45,673

平成26年度
（241人）
比増加

少年人口1,000人あたりの
検挙補導人員を表す非行者
率（暦年統計）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

青少年への社会体
験活動等の機会や
場の提供

「YELL」来所相談者の就業
等実績（累計数）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

中学生・高校生を中心
とした若者の活動拠点
となり、社会参加準備
のためのさまざまな活
動を体験することがで
きる施設として「ユー
スステーション」の運
営を行う。

21件
(H25年度)

不安定な雇用やニート（若年
無業者）、不登校やひきこも
り等、雇用情勢の悪化や経済
的格差の拡大、家族や周囲と
の円滑なコミュニケーション
の欠如などにより、将来を見
通せない不安の中で、社会生
活を円滑に営む上での困難を
抱えている子どもや若者が増
加している。
　そのため、困難を抱える子
どもや若者を総合的にサポー
ト（コーディネート）してい
く総合相談窓口『子ども・若
者応援センター「ＹＥＬ
Ｌ」』を設置し、自立を支援
する。

青少
年課

北九州市協力雇用主登録業
者数

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

222人
(H25年度)

青少
年課

平成27年
（7.9人）
比減少

人

職
員

1.30 人

39,950

課
長

―

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」での成
果指標（目

標）

平成27年度
（291人）
比増加

11.0人
(H25年)

子ども・若者応
援センター
「YELL」の運営

青少
年課

係
長

1.00

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」での成
果指標（目

標）
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子ども家庭局

平成28年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H30年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

H27年度

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

H28年度 H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H28年度

目
標

課
長

0.10 人

実
績

2,237 件 2,435 件
係
長

0.50 人

達
成
率

84.0 ％ 108.9 ％
職
員

0.50 人

目
標

500人
(H31年度)

課
長

0.10 人

実
績

291 人 337 人
係
長

0.30 人

達
成
率

120.7 ％ 115.8 ％
職
員

0.30 人

目
標

7.0人
(H31年度)

実
績

7.9 人 6.4 人

達
成
率

121.5 ％ 123.4 ％

目
標

平成25年度
（81社）
比増加

実
績

156 社 185 社

達
成
率

164.2 ％ 118.6 ％

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」での成
果指標（目

標）

11.0人
(H25年)

81社
(H25年)

42,400

職
員

2.00

【評価理由】
　以下の取り組みにより、社
会生活を円滑に営む上で困難
を抱えている若者に対し、自
立を支援する環境づくりを進
めることができたことから、
「順調」とした。
　体験情報冊子へのQRコード
表示など、広報等に努めた結
果、若者応援サイト「ＹＥＬ
Ｌ」全体のアクセス件数が増
加した。
　また、「子ども・若者応援
センター『ＹＥＬＬ』」の来
所相談者の就業等実績が337
人（前年度46人増）となるな
ど、若者の自立を応援するこ
とができた。

【課題】
　社会生活を円滑に営む上
で、困難を抱えている若者に
対して、今後も、継続的な支
援が必要。

　現代の若者の悩みやトラブ
ルは複合化・複雑化してお
り、不安定な雇用やニート
（若年無業者）、ひきこもり
などに対応するためには、従
来の個別分野における対応で
は限界がある。若者が自立で
きるまで、継続性のある有効
な支援を行っていくため、教
育、福祉、保健・医療、矯
正・更生保護、雇用等の関連
機関・団体が連携し、若者を
総合的にサポートする環境づ
くりを行う。
　警察や保護司会、協力雇用
主会等、関係機関・団体との
連携を図り、非行相談や、家
庭環境等に問題を抱える青少
年の居場所づくり、非行歴の
ある青少年の就労支援等、地
域の理解を深め、非行からの
立ち直りを支えるための取り
組みを推進する。

33,364

H25年度
（2,366人）

比増加

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」での成
果指標（目

標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」での成
果指標（目

標）

青少
年課

34

不安定な雇用やニート
（若年無業者）、不登
校やひきこもり等、雇
用情勢の悪化や経済的
格差の拡大、家族や周
囲との円滑なコミュニ
ケーションの欠如など
により、将来を見通せ
ない不安の中で、社会
生活を円滑に営む上で
の困難を抱えている子
どもや若者が増加して
いる。
　そのため、困難を抱
える子どもや若者を総
合的にサポート（コー
ディネート）していく
総合相談窓口『子ど
も・若者応援センター
「ＹＥＬＬ」』を設置
し、自立を支援する。

「Ⅰ非行防止対策」
「Ⅱ非行からの『立ち
直り』支援」「Ⅲ薬物
乱用の防止と啓発」
「Ⅳ地域団体・関係機
関との連携強化」の４
つの柱をたて、就労支
援の取り組みを強化す
るなど、青少年の非行
防止施策を総合的かつ
積極的に展開する。

39,950

課
長

　再犯者率は増加している
が、再犯者数は前年対比４７
人減少している。これは、母
数を構成する少年検挙補導人
員の減少と初犯者数の減少に
より、再犯者率が増加したた
めである。
　非行防止教室は、主に中学
校を対象に、毎年実施区を設
定して、３ヵ年で市内全中学
校を一巡しており、平成28年
度も予定どおり実施した。
　保護観察所との協働によ
り、年々、協力雇用主活動へ
の理解促進が図られ、登録業
者数が増加している。これら
「非行防止教室の開催」「少
年補導委員活動」「協力雇用
主による就労支援」などを活
発に行ったことにより、少年
非行の指標となる「非行者
率」が大きく減少しているこ
とから「順調」とした。

順調

人

1.30 人

1.00 人

順調

順調

　若者支援の人材を育成する
ため、「ユースアドバイザー
養成講習会」を実施した。
　また、子ども・若者応援セ
ンター「YELL」の相談件数は
2,435件で、前年度から198件
増加したため、「順調」とし
た。

　子ども・若者応援センター
「YELL」の就労体験参加者数
は、580人となり前年度から
217人増加し、来所相談者の
就業等実績（累計数）は、
337人となり前年度から46人
増加したため、「大変順調」
とした。

29,830
係
長

大変
順調

青少
年課

青少
年課

若者のための応
援環境づくり推
進事業

33

Ⅰ-1-
(4)-③ 
若者の自
立支援

子ども・若者応
援センター
「YELL」の運営

35

「北九州市『青
少年の非行を生
まない地域づく
り』推進本部」
運営事業

不安定な雇用やニート
（若年無業者）、不登
校やひきこもり等、雇
用情勢の悪化や経済的
格差の拡大、家族や周
囲との円滑なコミュニ
ケーションの欠如など
により、将来を見通せ
ない不安の中で、社会
生活を円滑に営む上で
の困難を抱えている子
どもや若者が増加して
いる。そこで、若者の
ための応援環境づくり
を推進する。

北九州市協力雇用主登録業
者数

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

2,366件
(H25年)

平成27年度
(2,237件)
比増加

少年人口1,000人あたりの
検挙補導人員を表す非行者
率（暦年統計）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

222人
(H25年度) 6,400

1,655 9,900

24,036 23,73723,343

1,554 1,361

前年度
（156社）

比増

平成26年
(9.6人)比

減少

平成26年度
（2,663件）

比増加

平成26年度
（241人）
比増加

平成27年
（7.9人）
比減少

平成27年度
（291人）
比増加

子ども・若者応援
センター「YELL」
の相談件数

「YELL」来所相談者の就業
等実績（累計数）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

前年度
（95社）
比増

81



子ども家庭局

平成28年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H30年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

H27年度

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

H28年度 H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H28年度

目
標

7.0人
(H31年度)

実
績

7.9 人 6.4 人

達
成
率

121.5 ％ 123.4 ％

目
標

平成25年度
（81社）
比増加

実
績

156 社 185 社

達
成
率

164.2 ％ 118.6 ％

目
標

平成25年度
（380件）比

減少

課
長

1.00 人

実
績

606 件 918 件
係
長

2.00 人

達
成
率

職
員

3.00 人

目
標

平成25年度
（380件）比

減少

課
長

0.01 人

実
績

606 件 918 件
係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.15 人

目
標

平成25年度
（380件）比

減少

課
長

0.05 人

実
績

606 件 918 件
係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.60 人

子ど
も総
合セ
ン
ター

子育
て支
援課

児童虐待の早期発見、
早期対応につなげるた
め、中核的な小児救急
病院等に児童虐待コー
ディネーターを配置
し、地域の医療機関か
ら児童虐待対応に関す
る相談への助言を行う
など、医療機関を中心
としたネットワークを
構築し、児童虐待対応
への必要な体制整備を
行う。

【評価理由】
　以下により、「順調」とした。
　児童虐待の発生予防・早期発
見のため、関係職員に対する研
修会を実施するなど関係機関と
の連携強化を図り、迅速かつ適
切に対応した。
　児童虐待対応向上のための教
育研修を実施し、児童虐待対応
の体制整備が進んだ。
　「子ども・家庭相談コーナー」で
は、子どもと家庭の関するあら
ゆる相談に応じ、関係機関と連
携し、それぞれの内容に応じた
支援・対応を行い、相談者の不
安や負担感の軽減ができている
と考えている。

【課題】
　児童虐待の早期発見、早期対
応、また発生予防に努め、迅速
かつ適切に対応することはもと
より、虐待を受けた子どもの心
のケアや虐待を行った保護者等
への再発防止策の対応が喫緊
の課題である。
　子どもと家庭に関する相談は
増加傾向にあり、またその内容
は複雑化していることから、ニー
ズに応じた研修を行い、相談員
の資質の向上を図る必要があ
る。

　青少年を有害環境から守る
ため、地域と連携し、有害環
境の浄化とともに、非行防止
に取り組む。
　警察や薬剤師会、地域団体
等との連携を図り、薬物乱用
防止教室や各種キャンペーン
等を行い、薬物乱用の撲滅機
運を高めるための取り組みを
推進する。

　児童虐待が深刻化する前に早
期発見・早期対応に取り組み、
子どもの安全を守るための一時
保護や被虐待児のケア、家族再
統合に向けた保護者への支援
等を行うことで児童虐待の防止
に努めるほか、子どもの心のケ
アに重点を置いた取り組みを強
化する。
　引き続き、児童虐待対応のた
めの教育研修を実施し、児童虐
待対応のためのネットワークづく
りを進める。
　事業の実施にあたり、計画的
な研修を通じ、相談員の資質向
上を図るなど効率的な運営を行
う。

【評価理由】
　以下の取り組みにより、
「少年人口1,000人あたりの
検挙補導人員を表す非行者率
（暦年統計）」が減少するな
ど、地域社会全体で青少年を
健やかに育む環境づくりを進
められたことから、「順調」
とした。
　「北九州市青少年の非行を
生まない地域づくり」推進本
部では、関係行政機関、団体
の連携が図られ、各種施策を
計画どおりに進めることがで
きた。

【課題】
　引き続き非行防止・立ち直
り支援を重点的に取り組むこ
とが必要。

89,002

平成26年度
（454件）
比減少

平成26年度
（454件）比

減少

―

4,000

21,865

児童虐待対応件数

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

児童虐待対応件数

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

380件
(H25年度)

11.0人
(H25年)

81社
(H25年)

子育
て支
援課

各区役所に「子ども・
家庭相談コーナー」を
設置し、子どもと家庭
に関するあらゆる相談
をひとつの窓口で受
け、母子家庭の自立支
援、ＤＶ被害者対応、
児童虐待等、それぞれ
の相談に応じた支援・
対応を行うとともに、
必要に応じて他の機関
のサービス・支援へと
つなげる。

Ⅱ-3-
(1)-④
子どもの
人権の尊
重

子ども・家庭相
談コーナー運営
事業

39

児童虐待防止医
療ネットワーク
事業

36

児童虐待防止
（子どもの人権
擁護）推進事業

「北九州市『青
少年の非行を生
まない地域づく
り』推進本部」
運営事業

青少
年課

児童虐待の早期発見及
び被虐待児童の迅速か
つ適切な保護を行うた
め、関係機関との連携
強化を図り、児童虐待
の防止等のために必要
な体制を整備するとと
もに、関係機関等の職
員の研修及び広報活動
を行う。

380件
(H25年度)

少年人口1,000人あたりの
検挙補導人員を表す非行者
率（暦年統計）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

平成26年度
（454件）比

減少

北九州市協力雇用主登録業
者数

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

―

児童虐待対応件数

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

380件
(H25年度)

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」での成
果指標（目

標）

前年度
（156社）

比増

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」での成
果指標（目

標）

6,075 順調

順調2,240

18,331

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」での成
果指標（目

標）

　児童虐待対応件数は、増加
傾向にあり、その相談内容は
複雑化している。子ども・家
庭相談コーナーでは関係機関
と連携して、それぞれの内容
に応じた支援・対応を行い、
相談者の不安や負担感の軽減
を図っている。
　以上のことから、「順調」
とした。

　小児救急病院に児童虐待
コーディネーターを配置し、
児童虐待対応のためのマニュ
アルを完成させた。
　また、児童虐待対応向上の
ための教育研修を実施し、児
童虐待対応の体制整備が進ん
でいるため、「順調」とし
た。

順調

順調

順調

　市民や関係機関職員を対象
に児童虐待問題連続講座や児
童虐待対応リーダー養成研修
等の啓発事業に取り組んだこ
とが、虐待通告への意識の向
上につながった。
　虐待通告への意識の高まり
などを背景に、児童虐待相談
対応件数は年々増加している
が、児童の所属先や病院、警
察等、関係機関との連携強化
により、支援対象児童等の早
期発見や適切な保護を図る体
制づくりは進んでいることか
ら「順調」とした。

前年度
（95社）
比増

2,192

　再犯者率は増加しているが、
再犯者数は前年対比４７人減少
している。これは、母数を構成
する少年検挙補導人員の減少と
初犯者数の減少により、再犯者
率が増加したためである。
　非行防止教室は、主に中学校
を対象に、毎年実施区を設定し
て、３ヵ年で市内全中学校を一
巡しており、平成28年度も予定
どおり実施した。
　保護観察所との協働により、
年々、協力雇用主活動への理解
促進が図られ、登録業者数が増
加している。これら「非行防止
教室の開催」「少年補導委員活
動」「協力雇用主による就労支
援」などを活発に行ったことに
より、少年非行の指標となる
「非行者率」が大きく減少して
いることから「順調」とした。

順調

人
職
員

2.00

人

―

―

平成27年度
（606件）

減少

54,000

Ⅱ-1-
(3)-⑤
非行や犯
罪を生ま
ない地域
づくり

39,950

課
長

1.30 人

係
長

1.00

平成27年度
（606件）
比減少

38

「Ⅰ非行防止対策」
「Ⅱ非行からの『立ち
直り』支援」「Ⅲ薬物
乱用の防止と啓発」
「Ⅳ地域団体・関係機
関との連携強化」の４
つの柱をたて、就労支
援の取り組みを強化す
るなど、青少年の非行
防止施策を総合的かつ
積極的に展開する。

平成27年度
（606件）
比減少

33,364

14,73637

85,868

2,549

―

42,400

―

平成26年
(9.6人)比

減少

平成27年
（7.9人）
比減少

82,433

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」での成
果指標（目

標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」での成
果指標（目

標）

29,830
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子ども家庭局

平成28年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H30年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

H27年度

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

H28年度 H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H28年度

89.6%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（89.6%）比

向上

課
長

0.10 人

実
績

89.3 ％ 87.1 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

105.8 ％ 97.5 ％
職
員

0.20 人

　平成28年度は、新開設の2
施設が延長保育事業（１時間
延長）を新規に開始した。そ
の結果、全154施設において
年間延べ利用児童数は17,553
人となり、多様化する就労形
態への対応として高い効果が
あった。
　また、2施設が一時保育を
新規に開始した。その結果、
全78施設において年間延べ
22,993人の児童が利用した。
　上記を踏まえ「大変順調」
とした。

大変
順調

【評価理由】
　「保育所に対する満足度
（教育・保育の内容）」は
85％超の高い満足度を得るこ
とができており、保護者の働
き方や地域の実情に応じた多
様な保育を提供するため、延
長保育や一時保育、障害児保
育といった特別保育や、病児
保育の充実を図ったことか
ら、「大変順調」と判断し
た。

【課題】
　引き続き、多様化する保育
ニーズの対応に努めることが
必要。

　子どもの生活リズムに十分
配慮しながら、幼稚園におけ
る預かり保育や保育所におけ
る延長保育、休日保育など、
多様なニーズに対応した保育
サービスの充実を図る。

平成26年度
(84.4%)比

向上

40

Ⅳ-3-
(2)-②
女性が活
躍する産
業都市づ
くりの推
進

730,384

平成27年度
(89.3%)比

向上

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」策定時
のニーズ調査
による数値

保育
課

特別保育事業補
助

保護者の就労形態の多
様化等に対応するた
め、保育所の保育時間
を午後7時もしくは8時
まで延長する「延長保
育」の充実を図る。ま
た、保護者のパート就
労や育児リフレッシュ
等の理由により、一時
的に家庭での保育が困
難となる児童を保育所
において保育する「一
時保育」の充実を図
る。さらに、保育所の
通常保育に加え、延長
保育や一時保育におい
ても、集団保育の可能
な障害のある児童の受
け入れを行う「障害児
保育」の充実を図る。

3,650652,764

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画)」での成
果指標（目

標）

保育所に対する満足度（教
育・保育の内容）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

673,107
大変
順調
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